
○精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（抄） 

(昭和２５年法律第１２３号) 

 

(地方精神保健福祉審議会) 

第九条 精神保健及び精神障害者の福祉に関する事項を調査審議させるため、都道府県は、条例

で、精神保健福祉に関する審議会その他の合議制の機関(以下「地方精神保健福祉審議会」と

いう。)を置くことができる。 

２ 地方精神保健福祉審議会は、都道府県知事の諮問に答えるほか、精神保健及び精神障害者の

福祉に関する事項に関して都道府県知事に意見を具申することができる。 

３ 前二項に定めるもののほか、地方精神保健福祉審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、

都道府県の条例で定める。 

 

 (都道府県立精神科病院) 

第十九条の七 都道府県は、精神科病院を設置しなければならない。ただし、次条の規定による

指定病院がある場合においては、その設置を延期することができる。 

２ 都道府県又は都道府県及び都道府県以外の地方公共団体が設立した地方独立行政法人(地方

独立行政法人法(平成十五年法律第百十八号)第二条第一項に規定する地方独立行政法人をいう。

次条において同じ。)が精神科病院を設置している場合には、当該都道府県については、前項

の規定は、適用しない。 

 

(指定病院) 

第十九条の八 都道府県知事は、国、都道府県並びに都道府県又は都道府県及び都道府県以外の

地方公共団体が設立した地方独立行政法人(以下「国等」という。)以外の者が設置した精神科

病院であつて厚生労働大臣の定める基準に適合するものの全部又は一部を、その設置者の同意

を得て、都道府県が設置する精神科病院に代わる施設(以下「指定病院」という。)として指定

することができる。 

 

 (指定の取消し) 

第十九条の九 都道府県知事は、指定病院が、前条の基準に適合しなくなつたとき、又はその運

営方法がその目的遂行のために不適当であると認めたときは、その指定を取り消すことができ

る。 

２ 都道府県知事は、前項の規定によりその指定を取り消そうとするときは、あらかじめ、地方

精神保健福祉審議会(地方精神保健福祉審議会が置かれていない都道府県にあつては、医療法

(昭和二十三年法律第二百五号)第七十一条の二第一項に規定する都道府県医療審議会)の意見

を聴かなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、第一項に規定する都道府県知事の権限に属する事務について、指定病院に

入院中の者の処遇を確保する緊急の必要があると認めるときは、都道府県知事に対し同項の事

務を行うことを指示することができる。 
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